
 

1 
 

佐倉市有施設における農薬、殺虫剤等の薬剤使用に関する基本指針（解説編） 

【趣旨】 
農薬、殺虫剤等の薬剤（以下、「薬剤」という。）は、病害虫等の防除にお

いては有効であるが、使用方法によっては、人の健康や環境に悪影響を及ぼす

可能性がある。 
また、日常的に施設の管理に使用されるその他の薬剤（以下、「その他の薬

剤」という。）についても、特に妊婦や子供、化学物質に感受性の強い市民や

病人には健康被害を及ぼす危険性がある。 
そこで、多くの市民が利用する市役所本庁舎をはじめとした市有施設が率先

して病害虫等防除時に、できる限り薬剤を使用しない方法を推進するとともに、

その他の薬剤の使用についても、人の健康と安全を確保し、環境への負荷の低

減を図るため、この基本指針を定める。 
 
【基本指針】 
佐倉市有施設において病害虫等の防除を行う際には、総合防除の考え方に基

づき実施し、病害虫等の生息状況に関わらず、一律に薬剤を使用することは、

原則として行わないものとする。 
また、その他の薬剤についても、人の健康や環境への影響を配慮して使用す

るものとする。 

 
○市有施設 
市が所有又は管理する施設で、建築物だけでなく一体的に管理する建物周辺

の樹木及び植栽、公園の樹木、街路樹等を含む。 
○病害虫等 
病害虫（樹木等を害する菌、線虫、ダニ、昆虫等）、雑草、衛生害虫（ゴキ

ブリ等）、不快害虫（シロアリ等）、人の健康を損なう恐れのある昆虫（スズ

メバチ等）及びねずみのことをいう。 
○総合防除 
総合防除（IPM：Integrated Pest Management）とは、ねずみ・病害虫等の有
害生物防除を行うに当たって、考えられる有効・適切な技術を組み合わせて利

用しながら、人の健康に対するリスクと環境への負荷を最小限にとどめるよう

な方法で、有害生物を制御し、その水準を維持する有害生物の管理対策である。 
○一律に薬剤を使用する 
生息状況調査等を実施しないで薬剤を使用すること。生息状況調査を行って

もその結果に基づかずに薬剤を使用すること。生息状況調査に関わらず定期的

に薬剤を使用すること。 
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○薬剤 
農薬（農作物<樹木及び農林産物を含む。>を害する病害虫及び雑草等の防除
に用いられる殺虫剤、殺菌剤、除草剤、殺そ剤、忌避剤等の薬剤及び植物成長

調整剤。農薬取締法に基づき農林水産大臣の登録を受けたもの。）、殺虫剤（主

に建物内部で使用される衛生害虫又は不快害虫を防除するもので農薬を除く。）、

殺そ剤（主に建物内部で使用されるねずみを防除するもので農薬を除く。）の

ことをいう。 
○その他の薬剤 
施設の床に使用するワックス、施設の清掃に使用する洗剤、トイレ等の芳香

剤、消毒剤、手洗い用石鹸等のことをいう。 
○配慮 
可能な限りシックハウス対応のものや、無香料のものを使用するものとする。 
また、トイレ等の芳香剤、消臭剤等は原則として使用しないこととする。 
消毒剤については、使用は最低限度とし、薬剤に準じた掲示をすることとする。 
 
１ 病害虫等の防除について 

１）発生の予防 
日頃から病害虫等が発生しにくい環境づくりに努めるものとする。 
 
○病害虫等が発生しにくい環境づくり 
＜建物での例＞ 
・清掃により、害虫が発生、繁殖しにくい清潔な環境を保つ。 
・ごみを放置しない。雨水がたまらない工夫をする。 
・外部からの侵入経路を絶つ。 
＜樹木等での例＞ 
・通風や日当たりを確保するために間引き、剪定等を行う。 
・病害虫等の越冬場所や伝染源となる落ち葉、枯れ葉や被害を受けた部分を

処分する。 
 
２）生息状況の確認 
病害虫等の防除にあたっては、あらかじめ生息状況調査等により、その発生

状況を早期に把握するものとする。 

 
○生息状況調査等 
生息状況調査結果、職員及び施設利用者からの情報等に基づき目標水準を設

定し、対策の目標を定める。 
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許容限度内であれば、必ずしも防除を必要としない。 
＜建物での例＞ 
・衛生害虫及びネズミについては、定期的に発生場所・生息場所・侵入経路並

びに被害の状況を調査する。不快害虫については、目視等で生息を把握する。 
＜樹木等での例＞ 
・発生しやすい病害虫の種類や過去の病害虫等の発生状況を参考に、発生状況

や被害の状況を調査する。 
 

３）薬剤を使用しない防除 
病害虫等の発生が確認され、防除が必要とされた場合には、薬剤を使用しな

い方法を検討し、できる限り薬剤を使用しない方法で防除を実施するものとす

る。 
 
○薬剤を使用しない方法 
＜建物での例＞ 
・捕殺、わなや忌避装置の使用、侵入防止措置 
＜樹木等での例＞ 
・捕殺、枝ごとの切除、たいまつ等による焼却、ブラシ等によるはぎ取り、雑

草の抜き取りや刈り取り 

○事前防除が必要な対象（シロアリ等） 
 シロアリ等の防除にあたっては、薬剤に代わる効果的な方法がないことなど
から、一部の規定を適用しないものとする。 
○防除・駆除について法令、通知等により別に管理基準がある場合 
 文部科学省｢学校給食衛生管理の基準｣など、法令・通知等により薬剤を使用
した作業や駆除などに管理基準がある場合は、一部の規定を適用しないものと

する。 
 
 
 
 

４）適用除外 
(1)事前防除が必要な対象（シロアリ等）については、２）及び３）は適用しな
い。 
(2)防除・駆除について法令、通知等により別に管理基準がある場合は、これを
優先する。 
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５）やむを得ず薬剤を使用する場合は、次の方法によるものとする。 
(1) 薬剤の使用方法 
① 使用にあたっては、誘殺、塗布など散布以外の方法を検討すること。 
② 適切な薬剤を使用すること。 
・農薬は、適用作物、防除対象の病害虫等に適用がある登録農薬とする。 
・殺虫剤（衛生害虫用に限る。）及び殺そ剤は、医薬品又は医薬部外品と 
する。 

③ 散布区域及び使用する薬剤量を必要最小限にとどめること。 
④ 使用方法、使用上の注意事項を遵守すること。 

(2)周辺（生態系）への配慮と安全対策 
① 施設利用者及び周辺住民に対し、薬剤使用の事前･事後に作業の目的、 
日時、場所、使用する薬剤名、注意事項等を周知すること。 

② 薬剤の飛散防止に最大限配慮すること。 
③ 原則として、日常的に妊婦、子ども、病人がいる区域については、薬剤
を使用しないこと。やむを得ず薬剤を使用する場合は、十分配慮すること。 
 
 
○やむを得ず薬剤を使用 
薬剤を使用するかしないかの判断については、個々の施設により、病害虫等

の発生状況が異なるため、基準は設けない。発生した病害虫等の種類、被害の

程度、施設の利用状況等を勘案して施設管理者が判断するものとする。 
○誘殺、塗布など散布以外の方法 
＜建物での例＞ 
・誘殺（毒餌、ホウ酸だんご）や塗布(通り道、壁面への塗布） 
＜樹木等での例＞ 
・誘殺（誘引トラップの設置）、塗布、樹幹注入 
○登録農薬 
登録農薬とは、農薬取締法による登録を受けたものを言う。（｢農林水産省登

録第○○○号｣と表示されている。） 
駐車場や空き地など植物のない場所の雑草を防除する場合にも登録農薬を使

用するよう努める。 
○必要最小限 
ラベル等記載の使用方法（希釈倍率、使用量、使用回数等）を守る。被害箇

所の的確な把握により最小範囲の使用にとどめること。 
○使用方法、使用上の注意事項 
これまでに知見のない農薬の組合せによる、現地での混用は行わない。特に
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有機リン系農薬同士の混用は行わない。 
食毒剤（毒餌剤）を使用する場合は、誤食・接触防止を図る。 
○周知 
施設の利用者に対して、掲示板などを利用して周知する。 
人が立ち入る可能性があるところは立て看板などを利用する。 
事前事後の周知は少なくとも３日以上とする。 
○飛散防止 
＜建物の例＞ 
・散布中はノズルの向きに注意する。 
・食べ物、食器、おもちゃ等に飛散しない措置をとる。 
・作業後は必要に応じて強制換気、清掃を実施する。 
＜樹木での例＞ 
・風が無風か弱いときに行うなど、天候や時間帯を選んで行う。 
・散布中は、風向きやノズルの向きに注意する。 
・飛散防止ノズルの使用や散布圧力の調整をする。 
・粒剤等の飛散の少ない形状の農薬を使用する。 
○妊婦、子供、病人 
妊婦、子ども、病人は薬剤に対する感受性が高いため、原則として、日常的

に妊婦、子ども、病人がいる区域については、薬剤を使用しない。 
○区域 
病院、学校、図書館、児童福祉施設等の施設やその周辺をいう。 
○十分配慮 
・関係者（関係施設職員及び病院であれば患者、学校であれば児童、生徒、 
保護者等）や関係施設などに連絡、周知する。 
・関係者が散布場所に近づかない時期、時間帯に実施する。 
・作業実施にあたっては、必要に応じて、看板やバリケード、ロープなど 
により、表示する。 
・通学路については、日常的に妊婦、子ども、病人がいる区域ではないが、 
保護者や学校等の関係施設に連絡、周知する。 
 

６）記録・保存 
生息状況調査の結果及び薬剤の使用状況を、記録及び保存すること。 

 
○記録・保存 
病害虫等の発生状況、対策の目標、防除作業の日時、使用薬剤に関する事項(種

類、名称、希釈倍率、単位面積あたりの使用量）、作業場所、使用した樹木等
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の名称、作業方法、結果の評価等を記録し、５年間保存しておく。 
なお、防除結果の評価を行い、目標水準に達成していない場合は再度防除を

行う。 
 

７）業務委託 
病害虫等の防除を業務委託により実施する場合には、上記のうち必要事項を

仕様書に記載するとともに、委託業者と十分に打ち合わせること。 
 
○業務委託 
建物内の防除にあっては、委託業者は「建築物における衛生的環境の確保に

関する法律」の規定により「建築物ねずみ、昆虫等防除業」の知事登録を受け

た者とする。 
○必要事項を仕様書に記載 
防除業者に基本指針の内容を十分に周知するため、必要事項を仕様書に記載

したり特記仕様書を作成する。 
○委託業者と十分に打ち合わせる 
作業計画書を提出させ、適切な方法で実施されるかをあらかじめ確認するな

ど、十分な指導を行う。 
 
８）マニュアルの策定 
病害虫等の防除に係る具体的事項については、各施設管理者が別にマニュア

ルを策定するものとする。 

 
○病害虫防除にかかる具体的事項 
生息状況調査の方法、実施頻度、目標水準、薬剤を使用しない防除方法、周

辺への周知のための文例、業務委託のための仕様書例など。 
○マニュアルを策定 
各施設の実情（特定建築物に該当するか否か、厨房・食堂等の有無、施設の

規模等）に応じて作成する。 
 
２ 研修の実施 
この基本方針を周知させるため、研修を実施するものとする。 
 
○研修 
施設管理者や防除作業者等を対象に、この基本指針の内容を周知徹底するた

めの研修を行う。 
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３ 基本指針の適用 
この指針は、平成２３年４月１日から適用する。 
 


